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おわりに
1　まえがき
　私は，昭和61年度の明治大学在外研究員として，去る5月26日から10月5日
まで，しぽらく日本を離れ，主としてロンドン大学高等法律研究所（lnstitute
of　Advanced　Legal　Studies，　University　of　London）において，　Visiting
Scholarとしての研究生活をおくることとなった（なお，ロンドンから送った
「ロンドンの研究所から」明大広報・昭和61年7月15日号を参照されたい）。
大学からの正式な在外研究員としては，25年前のアメリカ・ニューヨーク・コ
ロンビア・ロースクールのVisiting　Scholar以来の再度のことなので，研究
テーマやこれに関連しての調査旅行等についても，あらかじめ，いろいろと計
画をたててみた。それは，大別すると，次の2点になろう。第1は，研究テー
マについて「イギリス公法の新展開」としたことである。従来の私の研究関心
とその経過をふり返ってみると，ひろく比較公法研究という視点からすれぽ，
最初はアメリカ行政法を，ついでアメリカの最高裁判所およびそれとの関連
で，西ドイソの，また，フランスの憲法裁判を，そして，ここ数年は，憲法訴
訟・行政訴訟を含む司法制度の問題が，主たるテーマであった。（私の，r大陸
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型違憲審査制』やr行政委員会と行政争訟制度』などは，その所産である）。
ただ，何とはなしに，イギリス公法については，あまり勉強していなかった。
むろん，イギリス公法，少なくともイギリス法は，アメリカ法のルーツであ
り，したがってコモン・P一という点では，両者に共通するものがあるのだ
が，私の比較法的な関心からは，イギリス公法はいささか，遠のいていたので
ある。私が，せっかくの在外研究の機会に，最近におけるイギリス公法の動向
と展望をメーン・テーマにすえたのも，ここで，いわぽ，比較公法研究のしめ
くくりをしようと思いたったからなのである。そして，こうした関心から，ロ
ンドンに出発する前に，若干の関係著書・論文ないし資料をあさっているうち
に，現在のイギリスには，公法の面からすると多くの興味ある問題が提起され
ていることを知った。たとえば，このことはScarman，　English　Law－The
New　Dimension　1975や，ダイシーr憲法序説』（lntroduction　of　the　Study
of　the　Constitution（1　st．　ed．，1885）の百周年を記念して出版されたJeffrey
Jowell　and　Dawn　Oliver，　The　Changing　Constitution（1995）とPatrick
McAuslan　and　John　F．　Eldowney，　Law，　Legitimacy，　and　the　Constitution
（1995）の二著に収録された諸論文からも，うかがわれる。
　第2は，この度の在外研究の機会を利用して，できるだけ，イギリス国内の
各地と，さらに北欧・南欧・中欧を含む多くのヨーロッパ諸国を歴訪し，法文
化の背景となっているそれぞれの国々の伝統・風土・社会経済等をじかにみて，
それをふまえて，できれぽ，日本との法制度・法文化の比較や関係を見直した
いと考えたことである。すなわち，まず，前者については，イングランドの中心
であり，同時に英国の首都たるイングランドのロンドンだけでなく，スコットラ
ンド，ウェールズにも足をのぽし，“The　United　Kingdom”（U．　K．）を構成す
るイギリスの地域的特色にもふれることである。そして，後者については，結
局のところ，ソ連・モスクワ（日本からロンドンにゆく途中のストップ・オー
バー），イギリス，ベルギー，オランダ，デンマーク，スウェーデン，ノルウ
ェイ，西ドイツ，ルクセンブルグ，スペイン，ポルトガル，ユーゴスラビア，
オーストリア，カナダの，計14国を歴訪することとなった。これらの国々の，
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主要都市での滞在は，ほぼ数日の短い期間ではあったが，それにもかかわら
ず，「百聞は一見に如かず」の古諺は，やはり至言であることを，あらためて，
思い知らされたことである。たとえぽ，私は，現代世界の3つの超大国である
アメリカ，中国，ソ連のうち，すでに前二者（なお，中国には，一昨年，学術
調査団の一員として10日間ほど訪問する機会があったが，これについては，和
田「最近の中国事情管見」「法の支配」63号参照）には訪問する機会があった。
ただ，もう一つのソ連には，この度のモスクワニ日間の滞在で，始めて，その
片隣にふれることができたし，また，東欧圏の一角にある，ややユニークな，
独自の社会主義の道を歩む，ユーゴスラビア（ベオグラード）に足をふみ入れ
たが，こうした歴訪の体験は，これからの私の比較公法論の研究に，新たな視
点と知見を加える重要な契機となるだろうことは疑いない。それは，いわぽ活
字で，紙の上でみたにすぎない諸外国の法制度の文献を，国土や市民や建造物
などの，周辺の具体的な情景と人間の営為といったものとの，全体的なかかわり
のなかで，生き生きとリアルに感得する上に資するところが大きいからである。
　　　　　　　　　　　※　　　　　　　　　　　※
　以下においては，一種の帰朝報告の意味から，とりあえず，大別して，2つ
のことについて，簡単な資料的覚書を記しておく。すなわち，その1つは，研
究テーマである「イギリス公法の新展開」について簡単にコメントをしておく
ことであり，2つは，12月に開催されるウォリック大学での「日英法シンポジ
ューム」（Symposium　on　Anglo・Japanese　Law）について，これに関連して
の，私の提出した英文ペーパー（r6sum6）をもあわせて紹介しておくことであ
る。なお，本稿に関しては，別に，やや詳しいものとして，日本法律家協会「法
の支配」68号に，ロンドンから送った「イギリス公法の新展開一覚書」が掲載
されているので，御参照願えれば幸いである。
II　「イギリス公法の新展開」について
以上にのべたような趣旨をふまえ，私は出発に先だちある程度，事前準備の
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ーつとして，次のようなr6sum6（英文）を作製しておいた。それは，むろん，
確定的なものではなく，ロンドンでの研究の実施にあたってのメモ，あるいは
手掛りにすぎない。とはいえ，結果的には，このresum6が，文献資料の収
集，研究所のDirecterであるSir　Jack　Jacob教授をはじめ，若干の法曹関
係者との，hearingやインタビューなどにあたっての骨子となったことは疑い
ない。
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次に，このr6sum6について，簡単なコメントを付しておく。
1．序　説
　　（1）ダイシーr憲法研究序説』の百周年
イギリスの憲法ないし公法の本格的な研究は，やはり，ダイシームに始まると
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いえる。「ダイシーの影は，依然として今日のイギリスの憲法と行政法の上に，
影響を与えていることは明瞭である」（McEldowwey，　Dicey　in　Historical
Perspective，　p．42，　in‘‘Law，　Legitimacy　and　the　Constitution”，1985　ed．
McAuslan　and　McEldowey）。また，　Jowellも，次のように述べる。「ダイ
シーの影は，依然としてイギリスの憲法と政治理論を支配している。彼の“法
の支配”は，彼の嫌悪した集団主義の提案者達によってひどく攻撃されたが，
しかもなお，日々の討論の中にその特徴がみられる」（Jowell　and　Oliver，　the
Changing　Constitution，1985　Preface　p．　v．）。　こうしたダイシー『憲法論』
初版の後の百周年記念に当って刊行された代表的な著書には，ダイシーをめぐ
るさまざまな角度からの，さまざまなテーマについての諸論文が収録されてい
るが，ここでは省略する。
　2．戦後イギリス公法のつの里程標（mileston）
　第2次大戦後の40年間におけるイギリスの政治，経済，外交等の諸変化は，
言うまでもなく，極めて大きく，かつ広範にわたる。かつてヴィクトリア朝時
代に「7つの海」を支配した植民地大国の大英帝国のおもかげはいまや完全
に色あせ，その「光栄ある孤立」は過去のものとなった。ここでは，戦後イギ
リス公法に限定し，その歩んだ展開の里程標として，次の3つをあげたいと思
う。
　第1は，行政争訟制度なしに行政手続の上で画期的なFranks　Reportおよ
びこれに基づくTribunals　and　Inquiries　Act（審判所および調査に関する法
律）of　1958（1981に改正）であり，かのDonoughmore　Committe（1929）
の委任立法等勧告に次ぐイギリス行政法の重要テーマである。
　第2は，イギリスのEC（ヨーロッパ共同体）への加盟（1973）と，これに
関連してその2年後に行われたEC残留を，　referendumによって，確認した
ことであり，イギリス公法とEC法との微少な抵触・関連が生ずる。
　第3は，Devolution，いわゆるスコットランド，ウェールズの二地域に関す
る地方分権・権限移譲法案の成立とその廃止をめぐる問題（1978）であり，国
会主権と地方自治の根幹にふれるところの憲法・行政法の問題となろう。
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　3．　イギリス公法と比較法的関心
　最近におけるイギリス公法の動向をみると，それは，イギリス本国内のコモ
ン・ロー体系の枠内における法の専門技術的操作や立法改革等にとどまらず
に，ひろく海外にも関心を示し始めたようである。次の3点を指摘したい。
　第1は，フランス行政法への関心であり，それはすでに故ミッチェル教授
（エディンバラ大学）によって強調されていたが，戦後は，イギリスのEC加
盟に伴って，とくにガーナー教授（ノッティンガム大学）によって推進されて
いる。その関心の対象は，主としてフランスのConseil　d’Etatとその運用，
判例の検討等にあるようである。
　第2は，コモンウェルス，つまり，旧大英帝国の自治領諸国への法的関心で
あり，具体的には，オーストラリア，カナダ等における法制度改革の成果が，
いわぽイギリス本国に逆輸入されるという可能性がみられることである。
　第3は，アメリカ憲法，行政法への関心であり，代表的なものではSchwartz
and　Wade，　Legal　Control　of　Government：Administrative　Law　in　Britain
and　United　States　of　America（1972）がその一つであるが，最近のCraig，
Administrative　Law（1983）にも，アメリカ行政法への並々ならぬ配慮がそ
の引用文献・判例等からも明らかである。
　4．　イギリス公法のイメージと変革
　　（1）コモン・ロー体系の一元性と“ダイシー伝統”
　スカーマン（Leslie　Scarman）は，最近の好著English　Law－The　New
Dimension，　First　Impression（1974，なおFourth　Impressionは1978）の冒
頭において，次のように述べている。「私の目的とするところは，一つの問題，
即ち，イギリス法はコモン・ローの体系の枠内でさらに成長する能力をもって
いるか」，それとも　「コモン・P一はその道路の終着点にすでに到達している
かである」，と（田島裕訳「イギリス法一その新局面」p．1）。コモン・ローの体
系の一元性は，イギリス法における，伝統的に公法と私法の区別がなかったこ
と，いな「イギリスの法理論は本質的には私法の理論としてとどまっている」
（Mitchell，　Public　Law　in　the　Unitd　Kingdom，　Public　Law，（1965）p．102．
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note　22）ことにある。また，デニングも「ダイシーの見解は，イギリスには
公法と私法との間に区別がなく，そして，フランスにおけるような行政法の体
系はない，とするものである」（Denning，　The　Closing　Chapter，（1983）P．117）
と述べているが，McAuslanの言うように，それは，今日，重大な変化を免れ
ない。すなわち，「ダイシーの世紀の最後の数年において，技術上の，また，情
報上の革命のインパクトが政治の領域に意識されたにも拘らず，ダイシーの年
来の主張は，これに十分に対処したとはいえない」（McAuslan　and　McEldow－
ney，　Law，　Legitimacy　and　the　Constitution，（1985）P．3．）という批判は，
正当というべきだろう。次に，これらの問題を，ダイシーの憲法論を中心に，
イギリス公法の展開という視点から一べつしておこう。
　　②　ダイシーのイギリス憲法論一その三原則
　周知のように，ダイシーのr憲法研究序説』は，その有名な三原則，すなわ
ち，（1）国会主権（第一編），（2）法の支配（第二編），（3億法律・憲法習律（第三
編）の三編から体系化されている。その各々については，すでに英米法学者に
よって詳細に，論述されており，ここでは付言する必要はない（たとえぽ，伊
藤正己「イギリス憲法学の新理論」，公法研究38号，伊藤＝田島共訳rダイシ
ー・ 尠@序説』の解題をみよ）。ただ，あえて一言すれぽ，上記三原則のうち，
とりわけ重要なのは，「法の支配」のそれであり，それはまた，国会主権の妥
当性を根拠づけるものとして，イギリス法的理論の特徴をなす，ということで
ある。
　　（3）ダイシー伝統とイギリス公法の展開
　ダイシー理論を全面的に批判したものとしては，Jenningsをあげることが
できよう（田島・前掲・解題472頁以下）。そのThe　Law　and　the　Constitution
（1933第5版は1959年）は，ダイシー一理論が「正当なもの」であり，彼のそ
れは「異端」なものであるが，本書は，それを逆転させることを意図したもの
である，とする。そこでは，たとえぽ，「法の支配」についていえぽ，それは，
すべての文化国家の特質ともいえる“法と秩序”と同意義である，と批判し，
また，彼の「国会主権」の言葉は，「国会の権力と裁判所のそれとを比べた場
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合，裁判所は法律に従わなけれぽならない」から，むしろ，「国会の優位」と表
現されるべきだ，とする。むろん，これに対しては，ダイシー伝統を擁護する
傾向のあるフィリップス（Phillips）やウェード（E．　C．　S．　Wade）があること
もここで指摘しておかねぽならないだろうが，以下においては，憲法レベルと
行政法レベルについて，簡単に言及しておくにとどめる。
（i）憲法レベルー主として国会主権をめぐって
　プラッドレーによれば，国会主権論には，第1に，イギリスがECのメンバ
ーになったことに関連し，イギリスの裁判所は，EC法とウエストミンスター
（Westminster）からくる立法との間ににおける抵触を調和させることができ
るか，という問題がある。第2は，イギリスのための新権利章典の制度に関
連し，ヨーロッパ人権規約をどのように摂取するか，の問題があるとする
（Bladley，　The　Sovereignty　of　Parliament－in　Perpetuity　？in　the　Chan－
ging　Constitution，　ed．　by　Jowell　and　Oliver，（1985）P．23，47）。そして，
イギリスの国会主権論が今後も持続してゆくとしても，それはもはやイギリス
憲法の不変の部分ではないとするが，その見解は，おそらく現在におけるイギ
リス公法学者の多くの同意するところであろう。
㈹　法の支配一主として行政法をめぐって
　ダイシーの法の支配が多義的であり，かつ，ダイシーが公権力による裁量
（administrative　discretion）と恣意的権力（arbitrary　power）とを同視した
のではないか，という批判は，今日の多くのダイシー批判者の述べるところで
あり，そしてそれは正当であろう。この点に関連して，国家論をふまえての新
しい行政法理論を提示するHarlow　and　Rawlings，　Law　and　Administration
（1984）は，注目に価する。それは「ダイシーの遺産」（The　Diceyan　inheri．
tance）として，いわゆる「赤信号理論」（red　light　theories）一それは「青
信号理論（green　light　theories）に対するもので，いわぽ自由主義的消極国家
観を福祉国家的積極国家論との対比において論ずるものである一を指摘する。
それによれば，ダイシーにとって関心事だったのは「古き自由」の強調と「増
大する行政への疑惑」への不信だったのであるが，ダイシーは，ついに行政活
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動へのコントロールについて確たる理論的根拠を示さずに，これを見逃してき
たのであり，ここに現代行政法からみてのダイシー理論の歴史的・理論的限界
がある，とする。ともあれ，ダイシーが，当時のイギリス・ヴィクトリア朝の国
家観を代表する精神的指導者たる法律学者であったことは疑いないであろう。
　5．　イギリス公法への挑戦と論議
　　（1）挑戦と論議の背景・内容
　現在のイギリス公法の課題，また，その背景をきわめて明快に論じたのは，
さきに引用したスカーマンの著書である。それは，あえて，イギリス公法への
「挑戦（challenge）」というドラスティックな表現を用いながら，当面する諸課
題の全体像を美事に描きだし，これに対する警告を発し，さらに具体的な処
方箋をも，提示する。すなわち，イギリス法について，①社会的挑戦，②政治
的挑戦，③経済的挑戦という三つの視点からのchallengeを設定し，それら
は，イギリス内部からだけでなく「海外からの」（from　overseas）挑戦によっ
て，一層きびしさを増したとする。いま，それらの内容を整理すると，次のよ
うになろう。
　　（2）イギリス法伝統への内部からの挑戦
（i）国会主権の伝統は，1975年のイギリスのEC残留をreferendumによっ
て決定したとき（なお，スコットランド，ウェールズの権限委譲法の実施の可
否においてもreferendum方式は採用され，決局，同法は未実施に終ってい
る），従来の代表民主制方式への修正として，くずれたといえよう。また，法
の支配の伝統は，たとえぽ，その前提とされる人権保障の通常裁判所の方式に
よる限界，すなわち，ヨーロッパ人権規約との関係から「当該の憲法を保護す
る義務を負った連合王国（U，K．）の最高裁判所の設置」（スカーマン・前掲
93頁）という問題提起によって，動揺しつつある。
（ii）devolusion，すなわち，スコットランド，ウェールズへの権限移譲・地方
分権の問題1こは（北アイルランドを含め），「民族主義的運動の潜在的挑戦」
（スヵ一マン，前掲72頁）がある。また，制度的ないし政治的には，それはウ
エストミンスター議会（イングランド）中心主義，すなわち伝統的国会主権へ
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の挑戦を含んでおり，むしろ，スコットランド（エディンバラ議会），ウェー
ルズ（カーディフ議会）というU．K．内における「地域からの挑戦」の意味
をもつ。
㈹　行政権の拡大は，現代福祉国家イギリスにおけるスカーマンの「労働の挑
戦」および「環境の挑戦」をめぐって展開されるが，それは，最近における行
政法の諸問題（行政審判所，自然的正義，オンブズマン等）への重大な関心と
なってあらわれる（法廷弁護土の研修の必須部分として，近年，行政法はその
「主要課目」（core　subject）となっている）。
　　（3）外部からする，イギリス公法への挑戦
（i）　EC加盟によるインパクト
　スカーマンは，「海外からの挑戦」として，「人権運動」（The　Human　Rights
Move皿ent）と「「共同市場」（The　Common　Market）をあげているが，こ
こでは，次の二点を指摘しておく。第1は，EC加盟をめぐる英国内外の政治
的・経済的諸関係を検討することである。この点については，1961年における
EC加盟申請（保守党政権）が1962年に労働党政権によって反対され，その後
1973年に正式加盟（保守党政権）をみたのち，そのEC残留の可否を労働党ウ
イルソソ首相によって，referendumにより，決定したこと，その背景には複
雑な政治・社会・経済問題等があったことである。第2に，ECの加盟によっ
て生ずる複雑な国際法的なインパクトである。EC法は，究極的には，　「イギ
リス法の新しい潜在的な法源」であり（スカーマン・前掲25頁），とりわけ，
ヨーロッパ人権規約とイギリス法の関係は，“higher　law”としてのEC法に
対する「イギリス法の屈服」という形で表面化する（この点については，和田
「ハーマン事件とその周辺」（ジュリスト872号）を参照されたい。
㈹　コモンウェルスとの関係からするイギリスへのインパクト
　連合王国（U．K．）たるイギリスは，伝統的に，そして今日もなおコモンウェ
ルス諸国の法制度とさまざまな関係を保っている。その一例として，最近にお
けるカナダ憲法（Canadian　Constitutional　Law　1982）が，いわぽ，はじめて自
前の憲法を制定したことがあげられる。それは，1869年から1930年にかけての
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British　North　American　Act（BNAA）を改正するという方式でなされてお
り，この憲法は，ウエストミンスター（英国議会）において可決されたが，そ
れによれぽ，以後，憲法の改正等は全くカナダ人の手にゆだねられることとな
る（野上修市「1982年のカナダ人権憲章」松岡記念・法律論叢特集号参照）。
この点は，やがて，イギリス本国における人権章典の制定にも影響を及ぼすこ
とが予想され，かくして「コモン・・一が根を下したところでは，それは成長
し，古い問題に対する新しい考え方，新しい解決方法を発展させ，そしてそれ
らは本国へ送り返してきた」（スカーマン・前掲10頁）という“逆輸入”ともV．・う
べき方式がみられる。このことは，オーストラリアの行政法制度を学ぶべきだ
とするPartingtonが，“Lessons　from　Overseas：the　australian　model，
the　Reform　of　Public　Law　in　Britain”：Theoretical　Probems　and　Prac．
tical　Considerations，　in　McAuslan　and　McEldowney　ed．（op．　cit．）が，
オーストラリアの体験は，イギリス人にとって「海外の経験」として教訓とし
て役立つとしていることからもp．199示唆されうるであろう。
㈹　大陸法，とくにフランス法への関心とその再評価
　イギリスのフランス行政法への関心は，かつてのダイシーの否定的見解にも
拘らず，イギリスのEC加盟を契機として高まるだろうと予想される。とくに
ヨーロッパ裁判所（Court　of　EC，　Luxembourg）は，スヵ＿マンにょれぽ，
それは「フランスのコンセーユ・デタと父子関係をもっている」とされるので
ある　（スカーマン・前掲26頁）。Brown＝Garnerはその「フランス行政法」
（3rd　ed．1983，　p．166）において，「フランス行政法は，　EC裁判所によって
なされた法律と手続の上に甚大な影響を与えている」と述べ，イギリス行政法
は，フランスのそれと同じくJudge－made・Lawであり，デモクラシーと手続
的適正，個人の権利尊重という点で共有するものをもつし，技術的には，フラ
ンス行政法は「大陸法制度の中での」，「法典化されない分野」であって，この
点ではコモン・ローたるイギリス法にも類似する。そして，イギリスがEC加
盟国の一員としての立場として考えるならぽ，「われわれの行政法の，EC裁
判所判例法へのフィードバックの徴候」もみられるとする（op．　cit．　pp．1～3）。
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このことは“Higher　law”たるEC法に対するイギリス法が，具体的なEC
裁判所への提訴事件という現実を契機として，フランス行政法への関心を余儀
なくさせることを示唆する（なお，前述のBrOwnニGarnerの「フランス行政
法」は，それぞれ，バーミンガムとノッティンガムの両大学で行った行政法の
講義の一部として使用されたものである）。
　6．　イギリス公法の新動向
　　（1）イギリス公法の再検討一一般的に
　イギリス公法の再検討の必要性は，もはや今日のイギリス法学者・実務家に
とって自明のこととされている，といえよう。問題は，その方法と課題にあろ
う。一般的にいえぽ，前述のスカーマンの指摘が，その点によくこたえている
といえる（前掲79頁以下）。彼は，その「警告」の中で，もし国際的場面で，
人権が国際的義務に適合する方法によって保障されるべきだとするならぽ，コ
モン・ロー以外の一定の救済手段が発見されねぽならぬし，われわれの憲法の
根本原理の不均衡がさらけだされ，新しい憲法の設定の必要が不可避となって
いるとし，「EC関係の諸条約がわれわれの法の一部となっている限度で，パ
ラメントの“絶対的”主権が時代錯誤となっている」とする。つまり，「コモ
ン・ロー体系は，後退中なのである」（the　common　law　system　is　in　retreat）
ことは確実であろうし，「新しい治療法」の中には，「新しい憲法の設定（the
new　constitutional　settlement）も課題の一つとされる。そして彼は「公法
と憲法的要素をイギリス法の中に持ち込む」という問題をめぐって，裁判官，
実務家，法学教育者の三者に期待するところ大である，と述べる。
　　②　憲法レベルの諸問題とその展望
　H．W．　R．　Wadeは，そのConstitutional　F皿damentals（1980）の中で，
次のように述べている。「ブラックストンーバジョットーダイシー時代は，自己
満足の時代であった。彼らの承継者達は，今日，中立の姿勢をとっている。次の
時代は，批判の時代であることを私は希望する。彼らの仕事は憲法の改革の必
要を打ちだすことである」（p．2）。では，具体的には，どのような問題がある
のか。この点について，Noton，　The　Constitution　in　Flux（1980）は，「新
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しい局面」（New　Dimension）として次の項目をあげるが，それは，ほぼ，お
うかたの賛同するところであろう。すなわち，①ヨーロッパ共同体：協力か統
合か？，②権限委譲（devolution）：英国への脅威か？，③北アイルランド：解
決不可解な問題か？，④レファレンダム：誰が決定するのか？，⑤選挙制度：
対立的政治と自然的正義，⑥権利章典（Bill　of　Rights）：憲法への編入。た
だ，これに付加してよいと思われるものをあげれば，裁判所制度の改革ないし
司法審査のあり方の検討，上院の民主的改革などであろう（なお，吉田善明
「イギリスの憲法状況」法律時報19巻7号を参照）。
　　（3）行政法レベルの諸問題とその展望
　イギリス行政法が行政過程，行政権力の濫用に対する司法審査や救済をその
中心として論議されることは，Wadeやde　Smith，　Streetのような従来のス
タンダードの著書のみならず，Craig，　Administrative　Law（1983）やHarlow
and　Rawlings，　Law　and　Administration，（1984）等の最近の行政法テキスト
からも知りうるが，その方法論や体系内容において異彩を放つのは最後のもの
である。すなわち，その序文に言う（praface，　XXiii），「行政法は，スタンダー
ドなテキストがほとんど注目しないところの憲法的および政治的装置に関する
根本的諸問題を提起するものである」。すなわち，そこでは「行政法は政治
的・社会的・経済的および法的な，より糸のからみあった編物（atangled
webh　of　political，　social，　economic　and　legal　strands）である」とし，行政法
を，従来の法技術的論理のメカニックな操作から解放し，むしろ行政法の基礎
ないし実体への分析を志向するものであり，一種の法社会学的姿勢をうかがわ
せる。さらに行政法論の前提としての国家論や，行政法の各論的・実証的検討
が強調されることも注目してよい。
　　（4）EC法とイギリス公法
　比較憲法裁判論の立場から，かつてカペレッティは，デニングの言葉を引用
し，こう述べている。「EC加盟国は，　EC法の支配をうける国家連合となる
ことに，支障とはならないであろう。それは，あたかもアメリカ合衆国の諸州
が統治されているようなものである」（Denning，　Forword　to　A　Campbell，
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Common　Market　Law　at　xi（1969）。このことは，基本的には，　EC加盟
後のイギリスの憲法ないし，公法についても妥当するであろう。すなわち，
「共同体の加盟国のさまざまな憲法制度から共通の原則を発展させるには，比
較法が必要である。その意味は，共同体において遵守される一般原則は統一的
なものでなけれぽならず，利害関係者の国籍により事件ごとに異なるものであ
ってはならない。」Scheuner，　Fundamental　Rights　in　European　Community
Law　and　in　National　Constitutional　Law，12　Common　Masket　Law
Review，171，185（1975），　in　Cappelletti，　The“Mighty　Probem”of
Judical　Review　and　Contribution　of　Comparative　Analysis，　Southern
California　Law　Review，　vol．53，　Jan，1980，　No．2，和田「カペレッティ・
司法審査の“重大問題”と比較分析」（青山法学論集24巻4号65頁以下，8頁，
94頁参照）。ヨ・一　Pッパ人権規約とイギリス法との抵触の問題は，かつてゴルダ
ー事件（1975）によって提起されたが，今年の6月に，イギリス本国では敗訴し，
ストラスブール人権委員会によって救済されたハーマン事件（これについて
は前述「ハーマン事件とその周辺」ジュリスト873号参照）においても，表面
化し，いずれもイギリス側の敗訴に終っている。このように，《国際人権法》
ともいうべき新しいジャンルをめく・って，いまやHigher　lawたるEC法に対
し，イギリス本国法は，その下に従属せざるをえなくなるであろう。スカーマン
は，進んで次のように述べる。「われわれイギリスは，イギリス国内法の一部，
そして一領域として，われわれの裁判所によって強制される，議会の外で生ま
れた万民法（jus　gentium）に譲歩しなけれぽならなくなるかも知れない」
（前掲30頁）。ところで，これらの問題については，むしろ，公法学者よりも
国際法学者や英米法学者の業績に学ぶべきであろうが，とりあえず，本稿との
関連で，次の諸論稿をあげておきたい。Brown＝Jacobs，　The　Court　of　Justice
of　the　European　Communities（1977），大谷良雄『概説EC法一新しいヨー
ロッパ法秩序の形成』，平良　「法の統一とEC裁判所の役割」（明大法資セミ
ナー，1984年12月1日号），A．　A．　Dashwood，　Judicial　Review　and　EC，　in
Nedjati＆Trice，　English　and　Continental　Systems　of　Administrative　Law
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（1978）。なお，私はここで，イギリス滞在中に訪問したエディンバラ大学に付
置されているCenter　of　European　Governmental　Studies（ヨーロッパ憲法
政治センター）が，大陸法とりわけEC法やフランス法の研究調査の問題にミ
ッチェル教授（初代所長）の遺志を継いで，組織的にとりくんでいることを指
摘しておく。
IIIウォリック大学の日英法シンポジュウムについて
　　7月中旬，カナダ旅行からロンドンに帰り，久しぶりで，研究所に顔をだし
たところ，私のメール・ボックスに，一通の手紙が入っていた。あけてみる
と，ウォリック大学における「日英法シンポジュウム」（Symposium　on　Anglo・
Japanese　Law）の開催とそれへの参加招待についての文面である。以下，そ
れを原文のまま，かかげておこう。　　　　　　　　　　　　　　　　．
LEGAL　RESEARCHINSTITUTE
SCHOOLOFLA、Sl
　　　UNIVERSITY　OF　WARWICK
　　　COVENTRY　CV47AL
　　　TELEPHONE　　COVENTRY　523523
Please　reply　ヒo：
Symposium　on　Anglo－Japanese　Law，
Legal　Research　工ns亡itute．
July　14th　1986
P丁ofessor　Wada
c／o　Insti亡ut二e　of　Advanced　Legal　Studies
17Russel1　Square
LONDON　WCI　B　　5DR
Dear　Professor　Wada，
　　　　　　　　　　　　　　Symposium　on　Anglo－Japanese　Law
　　　　　　ヒhe　Legal　Research　工nst二i亡ut：e　工s　oτganising　a　Symposium　on
Angl。－J・panese　L・w・with　g・ne・。us　supP。・t　f・。・th・Japan　F。und・ti。n
and　the　University　of　Waτwick．　The　Symposium　will　be　held　in　亡he
9：tX％gctl。i‖B6：講1．19β6・fr°m　・エdd・y・・Thursd・y・8・h・…dd・y
一法 律 論 叢 130
　　　　　　　As　far　a．s　we　know．t　the　Sym＿Dosium　wi］．1　be　亡he　first　Qf　its
kind　in　しhis　countrV．　Its　aim　is　Lo　int二roduce　English　lawyers　to
Japanese　Law，　and　to　give　Japanese　lawyers　t．he　opportunity　t：o
explore　areas　of　Eng1ish　Law，　in　a　comparative　setting．　This　is
because　many　Japanese　lawyers　already　know　a　greaヒ　deal　about
English　law，　whereas　English　lawyers　are　only　beginning　亡0　1earn
something　of　Japanese　law・
　　　　　　　The　intention　is　to　organise　ei．ght　sessions，　in　each　of　which
there　will　be　one　English　law　paper　and　one　Japanese　lew　paper　on
the　same　topic　or　theme・　We　hope　to　cover　Private　Law　and　Public　Law
equally，　and　the　topics　we　have　in　mind　are　Company　Law，　Civil　Law，
Product　Liablli亡y，　Ciヒy　Regulation，　Cons亡itu亡ional　Law，　Criminal
Jusヒice，　Administra亡ive　Law，　Commercia1，　and　Legal　profession－Legal
Education．　　　　　　　　　　　　　　・
　　　　　　　We　are　writing　to　inquire　if　you　would　be　able　t：o　par亡エcipate
in　the　conference，　and，　if　possible，　contribuヒe　a　paper．　We
て」ndersヒand　that　your　field　is　Modern　Consヒituヒional　Law，　and　we
Would　very　much　apprσciate　a　general　inヒroducヒory　paper　on　Japanese
Cqnst、iヒutional　Law，　highlighting　currenヒ　issues．
　　　　　　　Unfor亡una亡ely，　the　Symposium　is　being　organised　a亡　shorヒ
notice，　largely　because　it　hiS　taken　several　monヒhs　to　obtain　a
posit工ve　decision　on　funding．　As　a　resu1亡　of　the　suppor亡　we　have
obtained，　there　will　be　no　conference　fee．　Parヒicipants　wil！　however
be　expected　to　pay　for　their　meals　and　accommodation，　although　if
this　causes　any　difficulty　for　individual　part工cipant：s　a　subsidy　may
be　available　for　this　also．
　i　：灘灘羅灘轍灘曇欝s’
well　as　academics　will　participat二e，　and　we　expec仁　亡ha亡　÷11
P・・亡i・ipan亡・w。uld　be　activ・1y　inv・lv・d・．・ithe「p「esentlng°「
commenヒing　on　a　paper　or　chairing　a　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　 　　　　　　　　 　　　seSSlon．
　　　　　　　Please　let　us　know　as　soon　as　possible　if　you　are　able　and
　　　　　　　　　　　　　　　コ　　　　　　　．wi11工ng　to　partlclpate
Yours　sincerely，
Professor　Patrick　Mc　Auslan
Symposium　Convenor
Dr　Sol　PicciottoDirector，　1．egal　ResearchInstitute
上記文面にみられるように，このシンポジュウムは，Japan　Foundationとウ
オリック大学からの援助で，1986年12月18日から同月20日にかけて，開催され．
るものである。私自身は，10月上旬に帰国しなければならないし，また，この
シンポジュウムのために，再度，イギリスにゆく考えもないので，残念ながら
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このシンポジュムには参加できない旨を，返事しておいた次第なのである。た
だ，せっかくの参加依頼なので，研究所に来春3月まで在外研究員として滞在
予定の友人の安本教授（立命館大学・行政法専攻）と相談し，私あてに依頼され
たテーマである憲法関係の小リポート（r6sum6）一“ageneral　introductory
paper　on　Japanese　Constitutional　Law，　highlighting　current　issues”に沿
うて一を，英文でしたためることにした。むろん，参考文献も手元にないまま
（ただし，日本国憲法の英訳だけは，用意していた），数日間で書いたもので
あり，かなり，大ざっぱなものであるが，しかし日本国憲法やその運用の問題
に全く不案内なイギリス人にも判るように配慮してみた（なお，私は，このこ
れは別に，ロンドン大学高等法律研究所には，私の著書数冊を，簡単な英文の
サマリーを付して，寄贈しておいたし，そのなかにはr憲法体系』，r行政法講
義』のテキストのほかに，r大陸型違憲審査制』，　r国家権力と人権』，　r憲法と
最高裁判所』の著書も含まれてある）。
　以下は，帰国直前に，安本君に託して提出しておいた英文のシソポジュウム
へのペーパーの写しである。参考のために，かかげておく。
ON　JAPANESE　CONSTITUTIONAL　LAW
　　　AND　ITS　CURRENT　ISSUES
Professor　Hideo　Wada
Meiji　University
A．General　Overview
I　The　estabiishment
　　The　Constitution　of　Japan　is，　in　the　formal　sense，　the　amended
constitution　of　Imperial　Japanese　Constitution（so・called　Meiji　Constitu．
tion）promulgated　in　1890　by　Meiji　Emperor：but，　in　a　substantial
sense，　it　is　the　unique　product　of　compliance　with　“Potsdamm
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Declaration”which　was　brought　ab卯t　as　the　result　of　the　surrender
of　the　Japanese　Government　to　Allied　Powers　on　the　14　th　August　1945・
The　Late　Toshiyoshi　Miyazawa，　emeritus　professor　Tokyo　University，
named　this　unprecedented，　enormous　event　as“August　Revolution”．
Any　way，　on　the　consequences　of　this　event，　it　is　pointed　out　that　the
establishment　of　Japanese　constitutional　Iaw　is　strongly　influenced　by
the　SCAP（General　MacArthur）；but　at　the　same　time．　I　also　would
like　to　point　out　that　almost　all　of　the　Japanese　people　did　comply　with
this　newly　amended　constitution．　III　this　connection，　the　following
words　delivered　by　Hirohito，　the　Emperor　of　Japan　sh皿ld　be　quoted
here、
　　　　‘‘Irejoice　that　the　foundation　for　the　construction　of　a　new　Japan
has　been　laid　according　to　the　will　of　the　Japanese　people，　and　hereby
sanction　and　promulgate　the　amendments　of　the　Imperial　Japanese
Constitution　effected　following　the　consultation　with　the　Privy　Council
and　the、decision　of　the　Imperial　Diet　made　in　accordallce　with　Article
73　0f　the　said　Constitution”．
　　　These　facts　or　conditions　of　the　birth　of　the　Japanese　constitutional
law　has　had　great　influence　over　the　characteristics　of　the　Japanese
constitutional　law　and　at　the　same　time　has　had　the　delicate　relations
with　one　of　the　current　constitutional　issues，　particularly　the　problems
and　discussions　concerning　the　constitutional　amendments　of　post．war
Japan．
互　The　characteristics
　　1．　As　regards　to　the　tendellcies　or　basic　characteristics　of　the
Japanese　Constitutional　Law，　the　following　is　pointed　out：丘rst，　it　has
the　western　Iiberal　characteristics　of　the　modern　state　or　mid．twentieth
century　constitution；secondly，　it　has　the　special　characteristics　proper
to　Japan．　The．丘rst　one　is，　as　it　were，　the　universal　characteeristics　of
the　Japanese　Constitutional　Law　such　as　fundamental　human　rights　and
the　separation　of　the　powers（Diet，　Cabinet　and　Judiciary）；the　second
one　is，　as　it　were，　the　special　attributes，　proper　to　Japan　such　as　the
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Emperor　system　and　the　pacific　clause（Renunciation　of　War，　Article　9）．
It　should　be　emphasized　that　these　fundamental　problems　play　an　impor－
tant　role　in　the　actual　operation　and　interpretation　of　the　Japanese
constitutional　law．
　　2．　Generally　speaking，　the　basic，　distinctive　features　of　the　Japanese
Constitutional　Law　are　the　following　three：i，　e．（i）democracy，（ii）
human　rights，（iii）paci丘sm．　Of　course，　these　are　rather　interrelated
and　are　intensively　declared　in　the　Preamble　of　the　Constitution　of
Japan　and　so　the　following　words　should　be　quoted　or　referred；namelY
as　regards（i），‘‘government　is　a　sacred　trust　of　the　people，　the
authority　for　which　is　derived　from　the　people，　the　powers　of　which
are　exercised　by　the　representatives　of　the　people，　and　the　bene丘ts　of
which　are　enjoyed　by　the　people”．　These　words，　as　many　people　know，
are　almost　the　same　as　the　following　famous　address　of　the　President　of
the　United　States，　Abraham　Lincoln，“Government　of　the　people，　by
the　people　and　for　the　people”．
　　　　As　regards（ii），　it　is　rather　more　suitable　to　quote　chapter　X
Supreme　Law，　Article　97　than　to　quote　the　Preamble；i．　e．‘‘the　f皿da．
mental　human　rights　by　the　constitution　guaranteed　to　the　people　of．
Japan　are　fruits　of　the　age・old　struggle　to　be　free；they　have　survived
the　many　exacting　tests　for　durability　and　are　conferred　upon　this　and
future　generations　in　trust，　to　be　held　for　all　time　inviolate”．
　　　　And　as　regards（iii），　chapter］I　Renounciation　of　war，　Article　g
should　be　quoted　but　at　the　same　time　they　are　eloquently　expressed　in
the　following　words　of　the　Preamble：‘‘the　Japanese　people．．．．．．resolved
that　never　again　shall　we　be　visited　with．the　horrors　of　war　through
the　action　of　government．＿．．”and“we　desire　to　occupy　an　honored
place　in　an　international　society　striving　for　the　preservation　of　peace，
and　the　banishment　of　tyranny　alld　slavery，　opression　and　intolerance
for　all　time　from　the　earth．　We　．recognize　that　all　peoples　of　the　world
have　the　right　to　live　in　peace，　free　from　fear　and　want”．　Especially
the　phrase　‘‘free　from　fear　and　want”remind　us　of　the　message
concerning　“the　FOur　Freedoms”of　the　late　President　Roosevelt　of
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Alnerica　in　1945．
皿Contents
　　1．　The　Japanese　constitutional　law　is　composed　of　the　ll　chapters，
103clauses．　Following　is　the　title　of　the　each　chapter　and　the　relevant
clauses．
Chapter　I
Chapter　I工
Chapter　皿
Chapter　IV
Chapter　V
Chapter　VI
Chapter　vn
Chapter　V皿
Chapter　IX
Chapter　X
　　2．　Iwill　add　some　comments　to　the　contents　of　the
tional　chapters．
　　　　First，　as　I　have　described，　Chapter　I　and　Chapter　丑　have　the
characteristics　of　the　special　attributes，　proper　to　Japan；namely，　as
regards　Chapter　I，the　Emperor　system　does　formally　exist　under　this
new　constitution　as　well　as　that　of　Meiji　Constitutional　Law（Emperor
was　the　ruler，　the　holder　of　all　the　powers　of　the　state）but　the　contents
or　meanings　of　the　Emperor　system　has　basically　changed．　This　is
clear　in　the　following　phrases　of　the　constitutional　law：“We，　the
Japanese　people，．＿．．do　proclaim　that　sovereign　power　resides　with　the
people”（Preamble）and‘‘the　Emperor　shall　be　the　symbol　of　the　state
and　the　unity　of　the　people，　deriving　his　position　from　the　will　of　the
people　with　whom　resides　sovereign　power（Art．1）．
　　　　Next，　as　regards　the　Chapter　I［Renuciation　of　war，　the　following
facts　should　be　kept　in　mind：　i）the　profound　reflection　concerning
Japan’s　militarism　under　the　Meiji　Constitution，　ii）the　complete　defeat
in　the　Second　World　War，　iii）the　Hiroshima．Nagasaki　Atom　Bombard・
The　Emperor（Art．1～Art．8）
Renuciation　of　War（Art．9）
Rignts　and　Duties　of　the　People（Art．10～Art．40）
The　Diet（Art．41～Art．64）
The　Cabinet（Art，65～Art．75）
Judiciary（Art．76～Art．82）
Fi ance（Art．83NArt．91）
Amendments（Art．96）
Supreme　Law（Art．97～Art．99）
Supplementary　Provisions（Art．100NArt．102）
　　　　　 　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　ab ve　co stitu．
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ment，　the丘rst　sacri丘ce　of　the　mankind　brought　about　thereby，　iv）the
pioneering　role　of　the　Japan　in　the　nuclear　age　of　the　present　day・
However　there　are　some　dilemmas　between　the　ideal　and　the　reality　of
the　pacific　article　9，　especilly　under　the　delicate，　and　strong　pressure　of
Japanese・American　power　politics．
　　3．　Iwould　like　to　point　to　the　comparative　constitutional　approaches
so　as　to　contribute　to　the　understanding　of　the　contents　of　the　Japanese
COnStitUtiOnal　law．
　　　a）　The　comparative　constitutional　approach　from　the　view．point　of
　　the　British　Constitution．　One　of　them　concerns　the　Emperor　system．
　　The　Emperor　shall　be　the　symbol　of　the　state　and　of　the　unity　of　the
　　people（Art．1）is　quite　like　the　phrase　of　the　Westminster　Statute
　　‘‘the　Crown　is　the　symbol　of　the　free　association　of　the　United
　　Kingdom”．　Another　of　them　concerns　the　parliamentary　govemment
　　of　British　ConstitUtion；for　example，　ministerial　responsibility，　the
　　strong　power　of　the　Prime　Minister，　the　relation　of　the　non．confidence
　　resolution　by　the　House　of　Representatives　and　the　resignation　of　the
　　cabinet　or　dissolution．　In　these　points，　Japanese　constitution　learns
　　many　lessons　from　the　British　Constitution．
　　　b）　The　comparative　constitutional　approaches　from　the　view．point
　　of　U．　S．　Constitution．　In　this　connection，　Bill　of　Rights　and　the
　　judiciary　of　America　are　modelled　by　Japanese　constitutional　law；
　　namely，　concerning　the　former，　freedom　of　speech，　human　rights　in
　　criminal　justice，　freedom　of　religion，　due　process；the　latter，　the
　　nature，　power　and　organization　of　judiciary　of　American　Federal
　　Supreme　Court，　the　theory　of　Marbury　v．　Madison　case（1　Cranch
　　137〔1803〕）are　modelled　by　the　Japanese　constitutional　law．
　　　　c）The　Weimar（German）Constitutional　law（1919）has　also　had
　　an　influence：that　is，　for　example，　the　right　to　live　（Art．25），　the
　　right　to　work（Art．27）and　the　right　to　organise　unions（Art．28）．
　　These，　so．called　social　rights　are　found，　more　or　less，　in　the　constitu．
　　tion　of　France，　West．Germany　and　of　Italy　after　the　Second　World
　　War，
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　　　　In　conclusion，　the　Japanese　Constitutional　law　assimilates　the
essence　of　the　constitutions　of　the　advanced，　western　countries　inclu．
ding　those　of　America，　Britain，　France　and　West－Germany　in　the
backgro皿d　of　the　tradition　and　climate　of　Japan．　In　this　sense，　the
Japanese　constitutional　lawyers　Ileed　to　study　the　comparative　constitu．
tional　apProaches．
B．The　Current　Issues
　　　　It　seems　that　some　constitutional　problems　are　posed　in　the　working
of　the　Japanese　constitution　after　thirty　years　since　the　establibhment　of
the　present　constitution．　What　has　caused　the　constitutional　problems
and　what　problems　seem　to　stand　out？
　　　　Following　causes　may　be　mentioned：
　　　　a）　the　high　economic　growth　of　Japan　after　the　1960’s；
　　　　b）　the　development　of　the　western　society　in　post・war　Japan；
　　　　c）　increasing　internationalisation　of　the　country　and　the　diffus玉on
　　or　broadening　of　informati皿covering　almost　all　the　land；
　　　　d）　the　　urbanisation　　of　the　　population　　to　　the　great　cities　or
　　metropolitan；
　　　　e）　the　levelling・up　of　general　education　and　the　丘xation　of　the
　　neW　COnStitUtiOnal　COnSCiOUSneSS．
　　　　　And　what　are　the　major　constitutional　issues　which　are　new
　　being　debated～　As　regards　these　problems，　it　seems　there　are，　more
　　or　less，　many　different　opinions　amongst　public　Iaw　scholars．　I　would
　　like　only　to　mention　some　rather　tentative　items：
　　　a）　the　ideal　and　reality　of　the　constitutional　paci丘sm（i，　e．　the
Renounciation　of　War，　Art．9）；
　　　b）　“new　rights”in　the　constitutional　law　level；for　example，　the
　　right　to　privacy，　the　environmental　right，　the　right　to　know；
　　　　c）　the　political　reality　of　the　parliamentary　govemment；the　non．
　　changeable　political　party　system　vs．　the　pseudo．alterance　of　the
　　changeable　party　system，　the　prime．ministerial　cabinet（the　present
　　Nakasone　Govemment）；
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　d）　judicial　activism　and　passivism　in　the　Supreme　Court　decision・
making　and　the　appointment　problem　of　the　Justice　of　the　Supreme
Court，
　なお，ここで，ウォリック大学シンポジュウムと同大学について，簡単に紹
介とコメントをしておきたい。
　第1は，この文面にもあるような，この種の比較法的なシンポジュウムの企
画については，私は高く評価したい。なぜなら，「われわれの知るかぎり，こ
うしたシンポジュウムは，イギリスで最初のことである。その目的は，イギリ
スの法律家に対し，日本法について紹介し，また，日本の法律家に対しては，
比較法的な設定から，イギリス法の諸領域を探求する機会を与える，というこ
となのである」。なお，同シンポジュウムのテーマは，ひろく私法と公法をカバ
ーし，会社法，民法，製造物責任，都市規制，憲法，刑事裁判，行政法，商
法，さらには法曹専門教育までも含むもののようである。このシンポジュウ
ムは，イギリスにおける日英法学に関する学界，実務界の諸氏の参加を得て，お
そらく成功裡におわるだろうが，私としては，その成否そのものよりも，むし
ろ，そうした企画がウォリック大学，とくにマックオースラン教授の努力によ
って，立案され，実行されることに敬意を表したい。
　第2は，マックォースラン教授およびウォリック大学のことである。私は，
同教授には8月頃，手紙をだしたが，休暇や旅行のためか，ロンドン滞在中に
は返事がなく，会う機会を逸した。ただ，同教授は，昨年12月に来日し，その
さい早稲田大学比較法研究所において，「イギリス憲法の現代的動向」のテー
マで，講演をしているし（このときも，私は，明大の講義等とかさなり，出席
できなかった），また，同教授と親しい名古屋大学の戒能通厚教授が，民科機
関紙「法の科学」13号に執筆した「イギリスにおける法学の新たな潮流」
（158頁以下）の中で，ウォリック大学のことにふれている。それによれぽ，ウ
ォリック大学の法学部（School　of　Law）は，1965年に設立されており，「隣
接科学との共同を目指した法学の研究・教育方法の開発が極めて熱心に追求さ
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れている」とのことであり，オヅクスフォードやケンブリッジ等の「伝統的
法学」における法学研究，教育方法に対する批判をふまえて，今日では，　「伝
統的法学」とほぼ比肩するまでになった新たに有力な潮流が形成されてきた，
とのことである。そして，特筆されるのは，このような潮流を形成するリーダ
ーたちの何人かが，「アフリカの大学に招かれて，新天地での自由な学問形成
と視野の拡大のための好箇の機会を得たこと」である。このことは，マックオ
ースラン教授の，次のような著書，経歴からも知ることができよう。同教授
は，1972年以来，ウォリック大学の法学部教授であり，かつ，その設立者の一
人であるが，なお，1969年の創始以来のGeneral　Editor　of　Modern　Legal
Studiesをしている。彼の主要な関心領域は，公法，都市開発と法，法と発
展途上世界等である。その著書としては，次のようなものがある。Public
Law　and　Political　Change　in　Kenya（1970）（なお，これはProfessor　Y・P・
Ghaiとの共著である）；Land，　Law　and　Planning（1975）；The　Ideologies
of　Planning　Law（1980）および，　Urban　Land　and　Shelter　for　the　Poor
（1985）。さらに共編著としてはUrban　Legal　Problems　in　Eastern　Africa
（1978，G．　W．　Kanyeihambaとの共編）およびLord　Denning，　The　Judge
and　the　Law（1984，　Professor　J．　L　Jowellとの共編）があり，なお，また，
彼はUrban　Law　and　Policeyの共同編集者でもある。現在は，イギリス憲
法の今日の危機に関する研究に従事しているようであり，前記の早稲田大学に
おける講演もその一つであろう。
IV　おわりに
　最後に，イギリス公法の研究が，わが国の公法にとって，どのような意味を
もつだろうか，ということについて，一言，述べておきたい。
　そもそも，わが国におけるイギリス法研究は，少くとも戦前においては・実
用上の目的が評価されないためか，他のドイツ法，フランス法への比較法的研
究関心と比べれぽ，いわぽ「光栄ある孤立（？）」の立場を持していたのではな
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かろうか。私は，40数年も前に，数回ほど，講義を聴講したことのある高柳賢
三博士が，かつて次のようにイギリス法の立場について述べていたことを想い
だす。　「近時（1935）の情勢は立法府ないし司法部の優越よりも，行政府優越
の動向を示している……。しかし，独裁制的傾向が強まれぽ強まるほど，かえ
ってそこにこの制度に内在する法思想の醸成される地盤が成立する」。そして
イギリス法について言及し，「この制度の萌芽を育んだスチュアート王朝期に
おける行政府の優位と，これを背景としつつジェームズ王をいただく開明専制
主義者に対する，法治主義を振りかざすコーク卿の挑戦を顧るならぽ，この消
息はおのずからあきらかとなろう」（高柳賢三r司法権の優位〔増訂版〕』は
しがき1頁一一　2頁）。
　ところで，第2次大戦後になって，日本国憲法の原理・思想・体系とくに基
本的人権が，英米法から強く影響されたため，事態は戦前とは一変した。た
だ，その場合にも，一躍，脚光をあびたのは，アメリカ法とその研究であっ
て，イギリス法についてはそれほどではなかったといってもよいのではなかろ
うか。しかし，君主制や議院内閣制をめぐる日英の憲法政治レベルでの比較研
究，社会福祉国家の下に展開された行政権の拡大とそれに伴う司法審査や行政
救済等の行政法レベルでの問題は，やはり今後における日本の，イギリス公法
への新たな研究関心をかきたてるはずである。私自身，このたびの在外研究員
生活を契機として，あらためてこのことを実感したことであった。
